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1.  平成25年8月期の業績（平成24年9月1日～平成25年8月31日） 

（注)当社は、平成25年3月1日付で普通株式1株に付き200株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１
株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。 

(2) 財政状態 

（注)当社は、平成25年3月1日付で普通株式1株に付き200株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１
株当たり純資産を算定しております。 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年8月期 6,390 266.0 2,764 ― 2,754 ― 1,565 ―
24年8月期 1,746 △7.3 33 △73.7 30 △74.8 15 △71.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年8月期 930.84 920.60 61.6 54.5 43.3
24年8月期 9.45 ― 1.8 1.1 1.9

（参考） 持分法投資損益 25年8月期  ―百万円 24年8月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年8月期 7,299 4,205 57.6 2,286.33
24年8月期 2,807 880 31.4 527.19

（参考） 自己資本   25年8月期  4,205百万円 24年8月期  880百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年8月期 2,159 △560 1,414 3,876
24年8月期 543 △87 △130 864

2.  配当の状況 

(注)当社は、平成25年3月1日付で普通株式1株に付き200株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、平
成24年8月期の配当金の額を記載しております。当該株式分割の影響を加味し、遡及修正を行う前の１株当たり配当金の額は1,500円であります。  
 当社は、平成25年10月11日開催の取締役会において、平成25年11月30日を基準日として普通株式１株に付き４株の割合で株式分割を行うことを決定しまし
た。なお、株式分割は平成25年12月１日を効力発生日としておりますので、平成25年８月期の配当金につきましては、株式分割前の株式数を基準に配当を実
施いたします。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向 純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年8月期 ― 0.00 ― 7.50 7.50 12 79.3 1.4
25年8月期 ― 0.00 ― 57.50 57.50 105 6.2 4.1
26年8月期(予想) ― 0.00 ― 15.00 15.00 7.2

3. 平成26年 8月期の業績予想（平成25年 9月 1日～平成26年 8月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

（注)当社は、平成25年10月11日開催の取締役会で、平成25年11月30日を基準日として普通株式１株に付き４株の割合で株式分割を行うことを決定しました。こ
れに伴い、業績予想の１株当たり当期純利益金額については、当該株式分割の影響を考慮して記載しております。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,095 △4.4 1,111 △23.2 1,109 △23.2 689 △15.2 93.64
通期 7,000 9.5 2,473 △10.5 2,470 △10.3 1,534 △2.0 208.57



※  注記事項 
(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

（注)平成25年3月1日付で普通株式1株に付き200株の割合で株式分割し、発行済株式総数が1,671,600株増加しております。また、平成25年８月５日付で新
株発行による増資（公募増資）を行い、発行済株式総数が160,000株増加しております。 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年8月期 1,840,000 株 24年8月期 8,400 株
② 期末自己株式数 25年8月期 800 株 24年8月期 52 株
③ 期中平均株式数 25年8月期 1,682,317 株 24年8月期 8,348 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の
監査手続は実施中であります。  

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（業績予想の適切な利用に関する説明） 
 上記の業績予想の数値は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成されたものであり、多分に不確定要素を含んでおります。実際の業績
等は業況の変化等の今後の要因によって予想数値と異なる場合があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につ
いては、決算短信【添付資料】P.２「１.経営成績・財務状態に関する分析」をご覧下さい。  
 
（その他特記事項） 
 当社は、平成25年3月1日付で普通株式１株に付き200株の割合で株式分割を行っております。また、平成25年10月11日開催の取締役会で、平成25年11月30
日を基準日として普通株式１株に付き４株の株式分割を行うことを決定しました。 
 当該株式分割の影響を加味し、遡及修正を行う前の１株当たり当期純利益につきましては以下のとおりであります。 
基準日：平成24年８月期 1,890円43銭 
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(1)経営成績に関する分析 

①当事業年度の概況 

 当事業年度におけるわが国経済は、新政権による国内経済対策の効果を背景に、全体として回復基調にて推移しま

した。 

 当社の属する金属加工業界におきましては、平成24年７月に再生可能エネルギーの固定価格買取制度が施行されて

以降、太陽光発電関連製品に対する需要が拡大いたしました。平成25年４月に固定買取価格の見直しの影響が懸念さ

れましたが、４月以降につきましても全国各地のメガソーラー建設の計画が進められています。 

 このような状況の中、営業面におきましては、堅調な成長が続く太陽光発電市場に対応するため、太陽光発電ビジ

ネス参入業者等の新規取引先の開拓に努力し、メガソーラー向け架台の受注、生産に重点的に取り組んでまいりまし

た。 

 また、当社は受注獲得のための営業力の強化に重点的に取り組んでおり、「第４回太陽光発電システム施工展」に

出展するなど、本社、東京及び大阪営業所の営業活動を活性化して全国に販路を拡大するとともに、東日本地域の新

たな営業拠点として仙台営業所を開設（平成25年8月）いたしました。結果といたしまして、当社独自の設計織込み

済みのメガソーラー向け架台が評価をいただき、当期におきましては67件のメガソーラー向け架台を受注いたしまし

た。 

 そのほか、中・小規模の産業向け架台、ソーラーネオポート及び別注加工品・パネル類の販売に注力いたしまし

た。以上の結果、オーダー加工品の売上高は5,600,338千円（前年同期比378.4％増）、企画品の売上高は409,774千

円（前年同期比4.8％減）となりました。 

 生産面におきましては、架台の需要増加に対応して生産能力の増強及び生産効率向上を図りました。また、国土交

通省認定の「耐火パネル」の生産ラインを整備いたしました。 

 管理面におきましては、今後の業容の変化に対応していくため、基幹システムの刷新を実施いたしました。 

 結果といたしまして、当期は売上高 千円（前年同期比 ％増）、営業利益は 千円（前年同

期比 ％増）、経常利益は 千円（前年同期比 ％増）、当期純利益は 千円（前年同期

比 ％増）となりました。  

  

② 次期の見通し 

 今後のわが国経済は、政府による本格的復興政策の推進やデフレからの早期脱却、経済再生への取り組みもあり、

改善の兆しが見え始めたものの、海外の景気の鈍化などから、予断を許さない状況で推移するものと思われます。 

 このような状況の下、当社は今後も再生可能エネルギーの普及が一段と促進され、関連ビジネスが堅調に推移して

いくものと考えております。当社におきましては、太陽電池アレイ支持架台、ソーラーネオポート及び太陽光発電関

連製品の販売を重点施策として、業績の向上に取り組んでまいる所存であります。 

 特に、新たに開設した仙台営業所（平成25年８月）を中心に、東日本での販路拡大に向けて営業力を強化し、販路

を全国に広げてまいります。また、平成26年３月稼働開始を目標に、太陽電池アレイ支持架台及び「耐火パネル」生

産ラインを擁する新工場（福島県石川町）の建設に着手し、生産能力増強及び生産効率向上を実現させてまいりま

す。 

 平成26年８月期の業績につきましては、売上高は 百万円とし、福島工場の新規稼働による製造に係る固定経

費の増加、仙台営業所開設及び全社的営業力の強化に伴う人件費の増加、また、鋼材価格の変動、架台市場における

価格競争の顕在化による影響を考慮して、営業利益 百万円、経常利益 百万円、当期純利益 百万円を

見込んでおります。 

(2)財政状態に関する分析 

①資産・負債・純資産の状況 

(資産) 

 当事業年度末における総資産は、前事業年度末と比較して 千円（160.0％）増加して 千円とな

りました。 

 前事業年度末と比較し、流動資産は 千円（244.4％）増加し 千円、固定資産は 千円

（29.8％）増加し 千円となりました。 

 流動資産の増加の主な要因は、前渡金が 千円が減少したことに対して、現金及び預金が 千円、受取

手形が 千円、売掛金が 千円、商品及び製品が 千円、仕掛品が 千円増加したこと等によるも

のであります。 

 固定資産の増加の主な要因は、機械及び装置が 千円、工具、器具及び備品が 千円増加しましたが、

減価償却により 千円減少したこと等によるものであります。 

１．経営成績・財政状態に関する分析

6,390,670 266.0 2,764,902

8,238.0 2,754,834 8,869.5 1,565,974

9,823.0

7,000

2,473 2,470 1,534

4,492,575 7,299,671

4,163,896 5,867,487 328,678

1,432,184

4,694 3,045,817

86,586 863,568 8,147 72,468

126,382 38,293

155,714
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（負債） 

 当事業年度末における負債合計は、前事業年度末と比較して 千円（60.6％）増加し 千円となり

ました。 

 前事業年度末と比較し、流動負債は 千円（97.8％）増加し 千円、固定負債は 千円

（8.3％）減少し 千円となりました。 

 流動負債の増加の主な要因は、短期借入金が 千円、1年内返済予定の長期借入金が 千円、未払金が

千円減少したことに対して、買掛金が 千円、未払費用が 千円、未払法人税等が 千円増

加したこと等によるものであります。 

 固定負債の減少の主な要因は、長期借入金が 千円減少したこと等によるものであります。 

  

（純資産） 

 当事業年度末における純資産合計は、前事業年度末と比較して 千円（377.7％）増加し 千円と

なりました。 

 純資産の増加の主な要因は、利益剰余金が 千円増加したこと及び新株発行に伴い資本金が 千円、

資本準備金が 千円増加したこと等によるものであります。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ 千円増加

し、 千円となりました。 

 また、当事業年度における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果獲得した資金は 千円（前期は 千円の獲得）となりました。 

 これは主に、売上債権の増加 千円、たな卸資産の増加 千円がありましたが、税引前当期純利益の計

上 千円、減価償却費 千円により資金が増加したことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は 千円（前期は 千円の使用）となりました。 

 これは主に、有形固定資産の取得による支出 千円により資金が減少したことによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果獲得した資金は 千円（前期は 千円の使用）となりました。 

 これは主に、短期借入金の純減額 千円、長期借入金の返済による支出 千円による資金の減少があり

ましたが、株式の発行による収入 千円により資金が増加したことによるものであります。 

1,167,747 3,094,645

1,223,992 2,475,507 56,245

619,138

255,000 20,663

43,951 44,514 95,194 1,274,814

57,791

3,324,828 4,205,025

1,553,452 881,968

881,968

3,012,702

3,876,722

2,159,015 543,786

950,160 80,487

2,752,237 155,714

560,856 87,472

491,335

1,414,544 130,630

255,000 178,454

1,753,026
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   ③キャッシュ・フローの関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１） 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注２） キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

（注３） 有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。 

（注４） 平成23年８月期は営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスであるため、キャッシュ・フロー対有利

子負債比率、インタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

① 利益配分に関する基本方針     

 当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題として位置づけるとともに、経営基盤及び財務体質の強化のため

に必要な内部留保を確保しつつ、各期における経営成績及び財政状態並びに今後の事業展開を総合的に勘案のうえ、

安定した配当を継続実施していくことを基本方針としております。 

   

② 当期・次期の配当 

 当期の配当につきましては、平成25年４月９日に公表いたしましたとおり、１株当たり普通配当金を７円50銭、創

立30周年記念配当金として50円増額の合計１株当たり57円50銭とさせていただく予定であります。 

 また、次期の配当につきましては、平成25年10月11日開催の取締役会において、平成25年11月30日を基準日として

普通株式１株に付き４株の割合で株式分割することを決定しました。この株式分割を踏まえて、１株当たり普通配当

15円00銭を予定しております。  

  

(4）事業等のリスク 

 当社の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性がある事項には以下のようなものがあります。当社とい

たしましては、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、その発生の予防及び発生時の対応に努力する方針で

あります。なお、以下の記載における将来に関する事項については、当事業年度末（平成25年８月31日）時点におい

て当社で想定される範囲で記載したものであり、事業等のリスク全てを網羅するものではありません。 

  

① 太陽光発電関連製品について 

 平成24年7月に再生可能エネルギーの固定価格買取制度が成立したことを受けて、特に、第30期第１四半期（自 平

成24年９月１日 至 平成24年11月30日）以降、当社が生産する太陽光発電関連製品（太陽電池アレイ支持架台等）の

売上が急速に増加しており、この結果、当社の財政状態及び経営成績は急激に変動しております。 

 当社は、更なる成長が予測される太陽光発電市場に対応するため、太陽光発電関連製品の受注、生産に重点的に取

り組んでおりますが、再生可能エネルギーの固定価格買取制度を始めとする政府のエネルギー政策全般、及び当社が

生産する太陽光発電関連製品の販売先や電気事業者の動向等によって、太陽光発電市場が当社の予想に反して十分に

拡大しなかった場合には、当社の財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、太陽光発電市場が当社の予想通りに拡大した場合でも、他の企業との競争激化による販売価格の低下等を通

じて、当社の財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  平成21年８月期平成22年８月期平成23年８月期平成24年８月期 平成25年８月期

自己資本比率（％）  29.1  31.3  30.8  31.4  57.6

時価ベースの自己資本比率

（％） 
 15.3  8.6  21.3  24.1  301.6

キャッシュ・フロー対有利子負

債比率（％） 
 439.0  344.5  －  238.0  44.5

インタレスト・カバレッジ・レ

シオ（倍） 
 17.1  26.7  －  53.3  288.4
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② 法律の改正等について 

 当社の主要事業は、金属製品の加工・販売であり、その取引先は広範な業界にわたっていますが、建築関係の会

社も多数あります。建築基準法等の法律の改正が行われた場合、取引先の設備投資などの計画に大幅な変更が生

じ、その結果当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

③ 原材料の確保と価格の変動について 

 当社の主要事業は、金属製品の加工・販売であり、その主要原材料は鋼材であります。当社は大手鉄鋼商社から

鋼材をコイル単位で仕入れており、取引商社の多様化及びこれらの商社との関係強化を通じて原材料の確保を図っ

ておりますが、国内及びアジア地域において短期間に大幅な需要増が発生した場合等、鋼材需要が逼迫するケース

においては、一時的に材料鋼材の確保が困難となり、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

 また、同様のケースにおいて、材料鋼材の価格が大幅に上昇した場合には、当社の製品価格への転嫁による販売

の減少や、原価率の上昇による利益の減少を通じて、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

  ④ 生産拠点について 

 当社の生産設備は、福岡県嘉麻市に集中しております。従って、当該工場所在地域において大規模な地震等の自

然災害等、不測の事態が発生した場合には、生産活動に支障が生じ、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす

可能性があります。 

 なお、現在、生産能力や販路の拡大を目的として、平成26年３月稼動を目標に福島県石川郡石川町に新工場を建

設中でありますが、今後、生産ラインの構築や従業員の確保等が円滑に進まず、当社の計画通りに新工場が稼動で

きなかった場合には、当社の財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ⑤ 設備投資について 

 当社は、大ロットや短納期のユーザーニーズに応えるため、最新鋭かつ大型の加工設備を積極的に導入していく

方針であり、毎期の設備投資額は当該方針に沿ったものとなっております。 

 当社としては、顧客ニーズ及び市場動向を十分検討したうえで投資を実行しておりますが、導入設備による生産

品目が当社の予想に反して十分な需要を確保できなかった場合や、当該品目の販売価格が低下して採算が悪化した

場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ⑥ 品質管理について 

 当社は、品質管理マネジメント規格であるISO9001の認証を取得し、品質管理部（ＩＳＯ事務局）を設置し品質管

理体制を整備、強化してまいりました。この体制のもと、不良品の出荷防止のための出荷前検査の徹底等、製品の

品質管理に細心の注意を払っております。しかし、今後何らかの理由により当社製品に不良が発生し、当該不良を

原因として顧客に重大な事故が発生する等の損害が生じた場合には、顧客に対する損害賠償等により、当社の財政

状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。また、そのような事態に起因する当社の信用低下による売上

の減少を通じて、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ⑦ 競合について 

 当社の属する業界においては、小規模・零細な業者が中心であり、当社のように最新鋭かつ大型の加工設備を多

数有する企業は少数であります。従って、大ロットや短納期の受注については、比較的競合が少ないものと考えて

おります。また、これら以外の一般的な受注についても、機械化・省力化の推進による原価低減により、価格競争

力を有しているものと考えております。しかしながら、景気の低迷等による加工需要の全般的な減少や市場への過

剰供給等により価格競争が激化した場合には、価格競争力の維持が困難となり、当社の財政状態及び経営成績に影

響を及ぼす可能性があります。 

  

 ⑧ 人材の確保、育成について 

 当社は、事業規模の拡大とともに、製品の設計・加工技術・設備管理等の知識と経験を有する優秀な人材を継続

的に確保・育成していく必要があります。このため、当社は優秀な人材の採用と、技術習得等の教育訓練に積極的

に取り組んでまいる方針であります。しかしながら、当社が必要とする技術に精通している人材の採用や育成が十

分にできなかった場合には、当社の事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
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 ⑨ 小規模組織であることについて 

 当社は平成25年８月31日現在、取締役６名、従業員82名で構成されており、比較的小規模な組織体制となってお

ります。現在の人員は、今後の業務拡大を見据えたうえで採用をしてきたものではありますが、今後当社に急激な

業務拡大が生じた場合、内部管理体制及び業務遂行体制等において、適切かつ十分な人的・組織的対応が取れない

場合には、当社の事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、当社は今後、業容の拡大に見合った業務遂行体制の充実に努めてまいりますが、小規模組織で人的資源に

限りがあるなか、個々の役職員の働きに依存している部分があるため、役職員に業務遂行上の支障が生じた場合、

あるいは役職員が社外流失した場合には、当社の業務に支障をきたし、当社の事業展開及び経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

  

 ⑩ 特定人物への依存について 

 当社代表取締役社長石田利幸は、当社設立以来代表取締役を務めており、経営方針や戦略の決定をはじめ、営

業・製造・財務の各方面において重要な役割を果たしてまいりました。当社では、同氏への過度の依存を改善すべ

く、組織の構築や人材育成等、事業体制強化のための施策を全社的に進めておりますが、万一何らかの理由により

同氏の業務遂行が困難な状況となった場合には、当社の事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ⑪ 信用リスクについて 

 当社は、販売先などの信用リスクに備えておりますが、経済環境の変化による販売先などの経営の悪化や破綻等

が発生した場合、債権回収に支障を来たすなど、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
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 当社は、子会社及び関連会社を有しておりませんので、企業集団の状況については該当事項はありません。 

  

  

  

  当社の事業の系統図は、下記のとおりであります。 

  

 
  

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針 

  当社は、「加工のデパートを目指し、加工アイテムの増加に経営資源を集中する」、「加工ベンチャーの精神で、

加工の二文字が持つ無限大の可能性を追求し続ける」の経営理念のもと、お客様からの多様なご要望にお応えしてい

くため、加工領域の拡大や積極的な設備の拡充に努めてまいります。 

 社名の「プロニティ」は、加工「プロセッシング（ＰＲＯＣＥＳＳＩＮＧ）」、前進「プログレス（ＰＲＯＧＲＥ

ＳＳ）」、無限大「インフィニティ（ＩＮＦＩＮＩＴＹ）」を組み合わせた造語であります。当社は、社名のように

金属加工の無限大の可能性に向かって力強く前進することにより、金属加工の分野において、生産から一般消費の場

まで、社会の広範囲な領域への貢献を目指しております。 

  

(2）目標とする経営指標 

  当社は、中長期的な成長力、収益力強化の観点から売上高および経常利益を重視しており、特に経常利益の安定的

確保を目標に取り組んでまいります。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

  当社は、「金属加工業界の枠組みを超越した、総合加工業界の確立」を究極の目標としております。その目標達成

に向けて、積極的な設備投資により最新鋭の加工設備を導入し、更なる事業領域の拡大と加工技術の向上、品質の向

上に注力してまいります。 

  

(4）会社の対処すべき課題 

① 課題の概要 

 当社におきましては、オリジナル商品である太陽電池アレイ支持架台、ソーラーネオポート及び太陽光発電関連製

品を販売の中核として、受注の強化・拡大に注力し、また、本社、東京及び大阪並びに新設の仙台営業所における営

業力を強化し、全国に販売先を拡大していくこと、山田工場の生産効率の向上及び福島工場を平成26年3月に稼働さ

せることにより生産能力の増強を図るなど、営業力、生産力及び経営管理機能の強化・充実を図り、持続的成長のた

めの事業基盤の整備を当面の対処すべき課題としております。 

  

② 対処の方針 

 上記の課題に対処するため、具体的な数値目標を定めるとともに、当該目標に対する進捗状況を徹底管理すること

により、経営目標の全社的浸透を図り、企業価値の向上に努めてまいります。 

  

③ 具体的取組状況 

 ａ．営業面 

 営業面におきましては、販売の中核である太陽光発電関連製品及び各種パネルに係る市場動向及び顧客ニーズを

的確に捉えて、営業組織内の情報共有を活性化してまいります。また、営業員個々の能力と組織的営業力を向上さ

せ、ユーザーとの密なコミュニケーションを図り、積極的な受注活動を展開してまいります。 

  ｂ．生産面 

 生産面におきましては、最新鋭の機械設備の導入により山田工場の生産効率の向上、福島工場の稼働による生産

能力の増強を図ってまいります。また、将来的な戦略製品としての「耐火パネル」の生産に着手してまいります。

そのために工場勤務社員の採用とその能力の向上を図ってまいります。 

 ｃ．管理面 

 管理面におきましては、財務報告に係る内部統制の適正な運用と社内徹底の強化を図るとともに、基幹システム

を刷新し、組織の効率的な運用と合理化を行い、機動的組織運営を行ってまいります。 

３．経営方針
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年８月31日) 

当事業年度 
(平成25年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 987,080 4,032,898

受取手形 74,745 161,331

売掛金 233,903 1,097,471

商品及び製品 31,409 39,557

仕掛品 97,606 170,075

原材料及び貯蔵品 264,045 263,916

前渡金 4,694 －

前払費用 2,279 2,613

繰延税金資産 10,722 110,923

未収入金 211 13

その他 391 686

貸倒引当金 △3,500 △12,001

流動資産合計 1,703,590 5,867,487

固定資産   

有形固定資産   

建物 668,054 668,941

減価償却累計額 △276,438 △300,298

建物（純額） 391,616 368,642

構築物 50,853 51,853

減価償却累計額 △43,330 △44,930

構築物（純額） 7,522 6,922

機械及び装置 2,097,704 2,224,086

減価償却累計額 △1,639,080 △1,748,834

機械及び装置（純額） 458,624 475,252

車両運搬具 11,065 14,048

減価償却累計額 △10,551 △1,148

車両運搬具（純額） 514 12,900

工具、器具及び備品 94,902 133,196

減価償却累計額 △85,979 △100,857

工具、器具及び備品（純額） 8,923 32,339

土地 218,270 399,601

建設仮勘定 － 75,328

有形固定資産合計 1,085,472 1,370,987
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年８月31日) 

当事業年度 
(平成25年８月31日) 

無形固定資産   

ソフトウエア 3,952 53,530

ソフトウエア仮勘定 8,131 1,129

電話加入権 517 517

その他 639 809

無形固定資産合計 13,241 55,987

投資その他の資産   

投資有価証券 2,800 0

出資金 10 10

破産更生債権等 10,689 2,908

差入保証金 100 100

敷金 1,704 4,059

長期前払費用 176 1,039

貸倒引当金 △10,689 △2,908

投資その他の資産合計 4,791 5,209

固定資産合計 1,103,505 1,432,184

資産合計 2,807,095 7,299,671

負債の部   

流動負債   

買掛金 83,354 127,869

短期借入金 790,000 535,000

1年内返済予定の長期借入金 173,456 152,793

未払金 65,945 21,994

未払費用 88,536 183,731

未払法人税等 23,710 1,298,524

未払消費税等 769 145,354

前受金 25,642 2,429

預り金 98 7,810

流動負債合計 1,251,514 2,475,507

固定負債   

長期借入金 330,826 273,035

退職給付引当金 31,494 36,178

長期未払金 300,200 300,200

繰延税金負債 12,727 8,259

資産除去債務 － 1,330

その他 136 136

固定負債合計 675,383 619,138

負債合計 1,926,898 3,094,645
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年８月31日) 

当事業年度 
(平成25年８月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 295,000 1,176,968

資本剰余金   

資本準備金 215,000 1,096,968

自己株式処分差益 － 5,838

資本剰余金合計 215,000 1,102,806

利益剰余金   

利益準備金 4,937 4,937

その他利益剰余金   

特別償却準備金 21,363 15,313

別途積立金 100,000 100,000

繰越利益剰余金 245,631 1,805,133

利益剰余金合計 371,932 1,925,384

自己株式 △1,734 △133

株主資本合計 880,197 4,205,025

純資産合計 880,197 4,205,025

負債純資産合計 2,807,095 7,299,671
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年９月１日 
 至 平成24年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年９月１日 
 至 平成25年８月31日) 

売上高   

商品売上高 － 121,409

製品売上高 1,746,189 6,269,261

売上高合計 1,746,189 6,390,670

売上原価   

商品売上原価   

当期商品仕入高 － 108,762

合計 － 108,762

商品期末たな卸高 － －

商品売上原価 － 108,762

製品売上原価   

製品期首たな卸高 19,037 31,409

当期製品製造原価 1,316,618 2,839,893

合計 1,335,656 2,871,302

製品期末たな卸高 31,409 39,557

製品売上原価 1,304,246 2,831,745

売上原価合計 1,304,246 2,940,507

売上総利益 441,942 3,450,162

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 47,824 142,096

役員報酬 85,162 129,513

給料及び手当 121,023 133,423

賞与 14,121 46,916

退職給付費用 1,229 1,826

法定福利費 27,010 33,769

交際費 4,655 7,784

旅費及び交通費 15,579 20,052

減価償却費 4,295 8,965

支払手数料 9,947 16,007

貸倒引当金繰入額 － 8,506

研究開発費 3,245 －

その他 74,687 136,399

販売費及び一般管理費合計 408,782 685,260

営業利益 33,160 2,764,902
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年９月１日 
 至 平成24年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年９月１日 
 至 平成25年８月31日) 

営業外収益   

受取利息 214 441

受取家賃 1,148 1,908

受取補償金 172 3,598

貸倒引当金戻入額 4,837 331

その他 1,384 2,392

営業外収益合計 7,757 8,672

営業外費用   

支払利息 10,203 7,831

株式交付費 － 10,909

営業外費用合計 10,203 18,740

経常利益 30,713 2,754,834

特別利益   

固定資産売却益 － 207

特別利益合計 － 207

特別損失   

固定資産除却損 54 3

投資有価証券評価損 － 2,800

特別損失合計 54 2,804

税引前当期純利益 30,659 2,752,237

法人税、住民税及び事業税 22,821 1,290,932

法人税等調整額 △7,943 △104,669

法人税等合計 14,877 1,186,263

当期純利益 15,781 1,565,974
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原価計算の方法  

 当社の原価計算の方法は、個別原価計算による実際原価計算であります。 

  

（注）※1.主な内訳は次のとおりであります。 

※2.他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

製造原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成23年９月１日 
至 平成24年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年９月１日 
至 平成25年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費    833,579  60.4  1,890,411  64.9

Ⅱ 労務費    223,962  16.2  291,431  10.0

Ⅲ 経費 ※1  322,136  23.4  730,518  25.1

当期総製造費用    1,379,679  100.0  2,912,362  100.0

期首仕掛品たな卸高    35,673        97,606      

合計    1,415,352        3,009,968      

期末仕掛品たな卸高    97,606        170,075      

他勘定振替高  ※2  1,127        －      

当期製品製造原価    1,316,618        2,839,893      

項目 
前事業年度 

（自  平成23年９月１日 
至  平成24年８月31日） 

当事業年度 
（自  平成24年９月１日 
至  平成25年８月31日） 

減価償却費（千円）  136,758  146,749

外注加工費（千円）  71,382  235,357

消耗品費（千円）  33,900  74,852

人材派遣費（千円）  8,595  130,031

項目 
前事業年度 

（自  平成23年９月１日 
至  平成24年８月31日） 

当事業年度 
（自  平成24年９月１日 
至  平成25年８月31日） 

機械及び装置（千円）  1,127  －
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年９月１日 
 至 平成24年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年９月１日 
 至 平成25年８月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 295,000 295,000

当期変動額   

新株の発行 － 881,968

当期変動額合計 － 881,968

当期末残高 295,000 1,176,968

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 215,000 215,000

当期変動額   

新株の発行 － 881,968

当期変動額合計 － 881,968

当期末残高 215,000 1,096,968

自己株式処分差益   

当期首残高 － －

当期変動額   

自己株式の処分 － 5,838

当期変動額合計 － 5,838

当期末残高 － 5,838

資本剰余金合計   

当期首残高 215,000 215,000

当期変動額   

新株の発行 － 881,968

自己株式の処分 － 5,838

当期変動額合計 － 887,806

当期末残高 215,000 1,102,806

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 4,937 4,937

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,937 4,937

その他利益剰余金   

特別償却準備金   

当期首残高 34,691 21,363

当期変動額   

税率変更に伴う準備金の増加 756 －

特別償却準備金の積立 4,367 5,371

特別償却準備金の取崩 △18,451 △11,420

当期変動額合計 △13,328 △6,049

当期末残高 21,363 15,313
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年９月１日 
 至 平成24年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年９月１日 
 至 平成25年８月31日) 

別途積立金   

当期首残高 100,000 100,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 100,000 100,000

繰越利益剰余金   

当期首残高 233,217 245,631

当期変動額   

剰余金の配当 △16,696 △12,522

税率変更に伴う準備金の増加 △756 －

特別償却準備金の積立 △4,367 △5,371

特別償却準備金の取崩 18,451 11,420

当期純利益 15,781 1,565,974

当期変動額合計 12,413 1,559,501

当期末残高 245,631 1,805,133

利益剰余金合計   

当期首残高 372,846 371,932

当期変動額   

剰余金の配当 △16,696 △12,522

当期純利益 15,781 1,565,974

当期変動額合計 △914 1,553,452

当期末残高 371,932 1,925,384

自己株式   

当期首残高 △1,734 △1,734

当期変動額   

自己株式の処分 － 1,601

当期変動額合計 － 1,601

当期末残高 △1,734 △133

株主資本合計   

当期首残高 881,112 880,197

当期変動額   

新株の発行 － 1,763,936

剰余金の配当 △16,696 △12,522

当期純利益 15,781 1,565,974

自己株式の処分 － 7,440

当期変動額合計 △914 3,324,828

当期末残高 880,197 4,205,025
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年９月１日 
 至 平成24年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年９月１日 
 至 平成25年８月31日) 

純資産合計   

当期首残高 881,112 880,197

当期変動額   

新株の発行 － 1,763,936

剰余金の配当 △16,696 △12,522

当期純利益 15,781 1,565,974

自己株式の処分 － 7,440

当期変動額合計 △914 3,324,828

当期末残高 880,197 4,205,025
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年９月１日 
 至 平成24年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年９月１日 
 至 平成25年８月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 30,659 2,752,237

減価償却費 141,054 155,714

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,837 720

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,470 4,683

受取利息 △214 △441

支払利息及び社債利息 10,203 7,831

固定資産売却損益（△は益） － △207

固定資産除却損 47 3

投資有価証券評価損益（△は益） － 2,800

株式交付費 － 10,909

売上債権の増減額（△は増加） 367,214 △950,160

たな卸資産の増減額（△は増加） △21,889 △80,487

その他の流動資産の増減額（△は増加） 50,325 3,907

その他の固定資産の増減額（△は増加） △40 4,567

仕入債務の増減額（△は減少） 18,268 44,514

未払費用の増減額（△は減少） 3,838 95,207

未払消費税等の増減額（△は減少） △8,292 144,584

その他の流動負債の増減額（△は減少） 24,584 2,039

その他の固定負債の増減額（△は減少） － 1,330

小計 615,392 2,199,754

利息の受取額 214 441

利息の支払額 △10,199 △7,486

法人税等の支払額 △61,619 △33,694

営業活動によるキャッシュ・フロー 543,786 2,159,015

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △184,197 △185,918

定期預金の払戻による収入 173,820 152,803

短期貸付金の純増減額（△は増加） － 619

有形固定資産の取得による支出 △64,913 △491,335

無形固定資産の取得による支出 △9,380 △37,024

投資有価証券の取得による支出 △2,800 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △87,472 △560,856

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △365,000 △255,000

長期借入れによる収入 410,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △159,124 △178,454

株式の発行による収入 － 1,753,026

自己株式の売却による収入 － 7,440

配当金の支払額 △16,506 △12,468

財務活動によるキャッシュ・フロー △130,630 1,414,544

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 325,684 3,012,702

現金及び現金同等物の期首残高 538,334 864,019

現金及び現金同等物の期末残高 864,019 3,876,722
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 該当事項はありません。 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

  

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品及び製品 

企画品……月次総平均法による原価法 

(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法) 

オーダー加工品……個別法による原価法 

(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法) 

原材料及び貯蔵品……月次総平均法による原価法 

(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法) 

仕掛品……個別法による原価法 

(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)  

  

３．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法によってお

ります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物  8年～31年 

機械及び装置   2年～10年  

（2）無形固定資産(リース資産を除く) 

 ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によって

おります。 

（3）リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年８月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  

４．繰延資産の処理方法 

株式交付費 

支出時に全額費用として処理しております。 

  

５．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、退職金規程を基に算出された当事業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき、当事業年度末に発生していると認められる額を計上しております。 

  

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（重要な会計方針）
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７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

※１．担保資産及び担保付債務 

（1）担保に供している資産は次のとおりであります。 

  

（2）担保付債務は次のとおりであります。 

  

 ２．受取手形裏書譲渡高 

  

 ３．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行９行と当座貸越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

（貸借対照表関係）

  
前事業年度 

（平成24年８月31日） 
当事業年度 

（平成25年８月31日） 

建物 千円 374,406 千円 352,566

土地  183,981  183,981

計  558,388  536,547

  
前事業年度 

（平成24年８月31日） 
当事業年度 

（平成25年８月31日） 

短期借入金 千円 130,000 千円 90,000

1年内返済予定の長期借入金  58,104  34,100

長期借入金  82,100  48,000

計  270,204  172,100

  
前事業年度 

（平成24年８月31日） 
当事業年度 

（平成25年８月31日） 

受取手形裏書譲渡高 千円 159,664 千円 612,398

  
前事業年度 

（平成24年８月31日） 
当事業年度 

（平成25年８月31日） 

当座貸越限度額の総額 千円 2,440,000 千円 2,940,000

借入実行残高  790,000  535,000

差引額  1,650,000  2,405,000
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※１．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

  

※２．固定資産売却益の内訳 

  

※３．固定資産除却損の内訳 

  

前事業年度（自 平成23年９月１日 至 平成24年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（損益計算書関係）

  
前事業年度 

（自 平成23年９月１日 
至 平成24年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年９月１日 
至 平成25年８月31日） 

  千円 3,245 千円 －

  
前事業年度 

（自 平成23年９月１日 
至 平成24年８月31日）  

当事業年度 
（自 平成24年９月１日 
至 平成25年８月31日）  

車両運搬具 千円 － 千円 207

  
前事業年度 

（自 平成23年９月１日 
至 平成24年８月31日）  

当事業年度 
（自 平成24年９月１日 
至 平成25年８月31日）  

建物 千円 － 千円 3

工具、器具及び備品 千円 54 千円 －

（株主資本等変動計算書関係）

  
当事業年度期首 
株式数(株)  

当事業年度増加 
株式数(株) 

当事業年度減少 
株式数(株) 

当事業年度末 
株式数(株) 

発行済株式                        

普通株式  8,400  －  －  8,400

合計  8,400  －  －  8,400

自己株式                        

普通株式  52  －  －  52

合計  52  －  －  52

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成23年11月25日 

定時株主総会 
普通株式  16,696  2,000 平成23年８月31日 平成23年11月28日

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
配当の原資 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成24年11月27日 

定時株主総会 
普通株式  12,522 利益剰余金  1,500 平成24年８月31日 平成24年11月28日
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当事業年度（自 平成24年９月１日 至 平成25年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．発行済株式の増加1,831,600株は、平成25年３月１日付で１株に付き200株の割合で株式分割したことによ

る増加1,671,600株及び新株発行（公募増資）による増加160,000株であります。 

２．自己株式の増加10,348株は、平成25年３月１日付で１株に付き200株の割合で株式分割したことによる増

加であります。 

３．自己株式の減少9,600株は、ストックオプション権利行使による減少であります。 

２．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

次のとおり、決議を予定しております。  

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（借主側） 

ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

（ア）有形固定資産 

 該当事項はありません。 

（イ）無形固定資産 

 該当事項はありません。 

  
当事業年度期首 
株式数(株)  

当事業年度増加 
株式数(株) 

当事業年度減少 
株式数(株) 

当事業年度末 
株式数(株) 

発行済株式                        

普通株式 （注）１  8,400  1,831,600  －  1,840,000

合計  8,400  1,831,600  －  1,840,000

自己株式                        

普通株式 （注）２，３  52  10,348  9,600  800

合計  52  10,348  9,600  800

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成24年11月27日 

定時株主総会 
普通株式  12,522  1,500 平成24年８月31日 平成24年11月28日

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
配当の原資 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成25年11月27日 

定時株主総会 
普通株式  105,754 利益剰余金  57.5 平成25年８月31日 平成25年11月28日

（キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前事業年度 

（自 平成23年９月１日 
至 平成24年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年９月１日 
至 平成25年８月31日） 

現金及び預金勘定 千円 987,080 千円 4,032,898

預入期間が3ヶ月を超える定期預金  △123,061  △156,176

現金及び現金同等物  864,019  3,876,722

（リース取引関係）
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② リース資産の減価償却の方法 

 重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

  

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年８月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次

のとおりであります。 

  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

  

  

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

  

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

  

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はないため、項目等の記載は省略しております。 

  （単位：千円）

  
前事業年度（平成24年８月31日） 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

工具、器具及び備品  2,896  1,971  925

  （単位：千円）

  
当事業年度（平成25年８月31日） 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

工具、器具及び備品  2,896  2,454  442

  （単位：千円）

  
前事業年度 

（平成24年８月31日） 
当事業年度 

（平成25年８月31日） 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内  510  484

１年超  484  －

合計  995  484

  （単位：千円）

  
前事業年度 

（自 平成23年９月１日 
至 平成24年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年９月１日 
至 平成25年８月31日） 

支払リース料  538  538

減価償却費相当額  482  482

支払利息相当額  46  28
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

  

（税効果会計関係）

  
前事業年度 

（平成24年８月31日） 
 

当事業年度 
（平成25年８月31日） 

繰延税金資産（流動）   

未払事業税 千円1,946   千円83,958

未払社会保険料  1,064    6,292

未払賞与  7,615    20,626

売上加算調整額  96    46

繰延税金資産計  10,722    110,923

        

繰延税金資産（固定）              

役員退職慰労金（未払）  106,210    106,210

退職給付引当金繰入超過額  11,145    12,838

貸倒引当金繰入超過額  2,502    2,941

減損損失  56,299    56,299

資産除去債務  －    470

投資有価証券評価損  －    990

小計  176,158    179,751

評価性引当額  △176,119    △179,142

繰延税金負債との相殺   △38     △608

繰延税金資産の純額   －     －

    

繰延税金負債（固定）              

特別償却準備金  △12,765    △8,867

繰延税金負債計  △12,765    △8,867

繰延税金資産との相殺   38    608

繰延税金負債の純額  12,727    8,259

  
前事業年度 

（平成24年８月31日） 
 

当事業年度 
（平成25年８月31日） 

法定実効税率 ％ 40.4   ％ 37.8

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目  6.4    0.1

住民税均等割  4.3    0.2

源泉所得税、県民税利子割  0.1    0.0

留保金課税  －    4.4

評価性引当額の増減  △1.0    0.1

税率変更による影響  △0.9    －

その他  △0.9    0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率  48.5    43.1
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１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、退職金規程に基づく確定給付型の退職一時金制度を採用しております。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

（注） 退職給付債務の算定にあたり、簡便法（期末要支給額の100％計上）を採用しております。 

  

３．退職給付費用に関する事項 

（注） 簡便法を採用しているため、退職給付費用と勤務費用は一致しております。 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

簡便法によっているため、退職給付見込額の期間配分方法、割引率、期待運用収益率については該当ありませ

ん。  

（退職給付関係）

  
前事業年度 

（平成24年８月31日） 
当事業年度 

（平成25年８月31日）

(1）退職給付債務（千円）  31,494    36,178   

(2）年金資産（千円）  －    －   

(3）未積立退職給付債務(1）＋(2）（千円）  31,494    36,178   

(4）未認識数理計算上の差異（千円）  －    －   

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額）（千円）  －    －   

(6）貸借対照表計上額純額(3）＋(4）＋(5）（千円)  31,494    36,178   

(7）前払年金費用（千円）  －    －   

(8）退職給付引当金(6）－(7）（千円）  31,494    36,178   

  
前事業年度 

（自 平成23年９月１日 
至 平成24年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年９月１日 
至 平成25年８月31日） 

退職給付費用（千円）  4,470  5,154

(1）勤務費用（千円）  4,470  5,154

(2）利息費用（千円）  －  －

(3）期待運用収益（減算）（千円）  －  －

(4）数理計算上の差異の費用処理額（千円）  －  －
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１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名 

 該当事項はありません。 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況  

（1）ストック・オプションの内容 

  （注） 株式数に換算して記載しております。 

当社は平成19年４月10日付で普通株式１株に付き４株の割合で株式分割を行っております。 

当社は平成25年３月１日付で普通株式１株に付き200株の割合で株式分割を行っております。  

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度（平成25年８月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

  

   ②単価情報 

（ストック・オプション等関係）

  平成18年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

当社の取締役   ２名 

当社の監査役   １名 

当社の従業員   ２名 

当社の社外協力者 １名 

株式の種類別ストック・オプションの数 

(注)  
普通株式     200株 

付与日 平成18年８月24日 

権利確定条件 権利確定条件は設定しておりません。 

対象勤務期間 対象勤務期間は設定しておりません。 

権利行使期間 
自 平成20年８月４日 

至 平成28年８月３日 

    平成18年ストック・オプション 

権利確定前 （株）      

前事業年度末    －

付与    －

失効    －

権利確定    －

未確定残    －

権利確定後 （株）      

前事業年度末    21,600

権利確定    －

権利行使    9,600

失効    －

未行使残    12,000

  平成18年ストック・オプション 

 権利行使価格        （円）  775

 行使時平均株価       （円）  10,332

 付与日における公正な評価単価（円）  －
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３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

  当事業年度において付与されたストック・オプションはありません。 

  

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。 

 当社は、金属加工事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。  

前事業年度（自平成23年９月１日 至平成24年８月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

当社は、金属加工事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。   

(2）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。 

３．主要な顧客ごとの情報 

損益計算書の売上高10％以上の顧客がないため、記載を省略しております。  

当事業年度（自平成24年９月１日 至平成25年８月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

当社は、金属加工事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。   

(2）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。 

３．主要な顧客ごとの情報 

損益計算書の売上高10％以上の顧客がないため、記載を省略しております。  

前事業年度（自平成23年９月１日 至平成24年８月31日） 

 該当事項はありません。   

当事業年度（自平成24年９月１日 至平成25年８月31日） 

 該当事項はありません。   

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

ｂ．関連情報

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
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前事業年度（自平成23年９月１日 至平成24年８月31日） 

 該当事項はありません。  

当事業年度（自平成24年９月１日 至平成25年８月31日） 

 該当事項はありません。  

前事業年度（自平成23年９月１日 至平成24年８月31日） 

 該当事項はありません。  

当事業年度（自平成24年９月１日 至平成25年８月31日） 

 該当事項はありません。  

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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 （注）１．前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、希薄

化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．当社は、平成25年３月１日付で１株に付き200株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額を算定しております。これらの会計基準等を適用しなかった場合の前事業年度の１

株当たり純資産額は105,438円12銭、１株当たり当期純利益金額は1,890円43銭であります。 

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）当初新株予約権付与時の発行数は50個でしたが、役員の退任に伴う新株予約権の権利消失により、23個が減少し

た結果、発行数は27個となっております。 

（１株当たり情報）

  
  
  

前事業年度 
（自  平成23年９月１日 
至  平成24年８月31日） 

当事業年度 
（自  平成24年９月１日 
至  平成25年８月31日） 

１株当たり純資産額 円 527.19 円 2,286.33

１株当たり当期純利益金額 円 9.45 円 930.84

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円 － 円 920.60

  
前事業年度末 

（平成24年８月31日） 
当事業年度末 

（平成25年８月31日） 

純資産の部の合計額（千円）  880,197  4,205,025

純資産の部の合計額から控除する金額（千円）  －  －

普通株式に係る期末の純資産額（千円）  880,197  4,205,025

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（株） 
 1,669,600  1,839,200

  
前事業年度 

（自 平成23年９月１日 
至 平成24年８月31日）  

当事業年度 
（自 平成24年９月１日 
至 平成25年８月31日）  

(1）１株当たり当期純利益金額     

当期純利益金額（千円）  15,781  1,565,974

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  15,781  1,565,974

期中平均株式数（株）  1,669,600  1,682,317

(2）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  －  18,719

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要（注） 

新株予約権１種類（新株予約権

の数 個）。 27  －
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（株式分割） 

 当社は、平成25年10月11日開催の取締役会において、以下のとおり株式分割を決議いたしました。 

  

（1）株式分割の目的 

 当社株式の流動性を高めて、投資家の皆様により投資しやすい環境を整えるとともに、投資家層の拡大を図るこ

とを目的とするものであります。 

（2）株式分割の概要 

 平成25年11月30日（土曜日）（実質的には平成25年11月29日（金曜日））を基準日として、同日の最終の株主名

簿に記載または記録された株主が所有する当社株式を、１株に付き４株の割合をもって分割いたします。 

（3）株式分割により増加する株式数 

（4）効力発生日 

 平成25年12月１日 

（5）１株当たり情報に及ぼす影響 

 当該株式分割が前事業年度の期首に行われたと仮定して算出しております。 

（6）その他 

 今回の株式分割に際しましては、資本金の額の変更はありません。 

（重要な後発事象）

①株式分割前の発行済株式総数  株1,840,000

②今回の分割により増加する株式数 株5,520,000

③株式分割後の発行済株式総数 株7,360,000

④株式分割後の発行可能株式総数  株19,200,000

  
  
  

前事業年度 
（自  平成23年９月１日 
至  平成24年８月31日） 

当事業年度 
（自  平成24年９月１日 
至  平成25年８月31日） 

１株当たり純資産額 円 131.80 円 571.58

１株当たり当期純利益金額 円 2.36 円  232.71

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
円 － 円  230.15
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(1)役員の異動 

①新任監査役候補 

 （常勤）監査役 松本鏡一 

②就任予定日 

 平成25年11月27日   

(2)生産、受注及び販売の状況 

 当社において、開示対象となるセグメントはありませんので、区分ごとに記載しております。 

①生産実績 

 当事業年度（自 平成24年９月１日 至 平成25年８月31日）の生産実績を区分ごとに示すと、次のとおりであ

ります。 

 （注）１．金額は製造原価によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

②受注状況 

 当事業年度（自 平成24年９月１日 至 平成25年８月31日）の受注状況を区分ごとに示すと、次のとおりであ

ります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

③販売実績 

 当事業年度（自 平成24年９月１日 至 平成25年８月31日）の販売実績を区分ごとに示すと、次のとおりであ

ります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

５．その他

区分 

当事業年度 
（自 平成24年９月１日 
至 平成25年８月31日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

オーダー加工品  2,556,095  262.9

企画品  266,996  91.0

その他  16,753  35.6

合計  2,839,844  216.3

区分 

当事業年度 
（自 平成24年９月１日 
至 平成25年８月31日） 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

オーダー加工品  6,574,692  368.3  1,828,390  197.8

企画品  411,738  97.5  6,333  164.4

その他  273,816  206.4  21,689  311.9

合計  7,260,246  310.2  1,856,413  198.6

区分 

当事業年度 
（自 平成24年９月１日 
至 平成25年８月31日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

オーダー加工品  5,600,338  478.4

企画品  409,774  95.2

その他  380,557  262.1

合計  6,390,670  366.0
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